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診療報酬改定等に関する緊急提言について 

 

 

団塊の世代が後期高齢者となる２０２５年を間近に控える中、来年度、診療報酬は、

介護報酬、障害福祉サービス等報酬とともにトリプル改定を控えている。 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響が顕著に見られた都においては、感染

症以外の通常診療にも影響が及び、病院経営は依然として厳しさを増している。 

また、都は地方と比較して用地費や人件費等のコストが高く（地価は全国平均の４．

８倍等）、診療報酬上、入院基本料等において地域加算が行われているが、都の実態が

十分には反映されたものとなっていない。 

さらに、光熱費や食材料費が高騰する中、公定価格である診療報酬を主な収入源と

する医療機関では、物価高騰の影響を価格転嫁することができず、値上がり分は医療

機関の持ち出しとなるため、診療活動や入院患者への食事提供など医療提供体制への

影響が懸念される。 

新型コロナウイルス感染症への対応では、入院医療、外来医療、在宅医療等につい

て、適切な感染予防等の観点から診療報酬上の特例として評価がされており、新興感

染症の発生・まん延に備えるためには、恒常的な感染症対応への見直しを行うことが

必要である。 

また、都は、コロナ禍において高齢者施設等における医療支援体制の充実を図るた

め、各地区医師会による施設診療の取組等を促進してきた。こうした取組について、

次の感染症危機への備えとして、国のリーダーシップによりレガシーとして反映させ

ながら、地域の医療機関による連携の深化を図ることが必要である。 

国では、次期診療報酬改定に向け、現在、社会保障審議会や中央社会保険医療協議

会において議論が重ねられているところであるが、医療機関の経営の安定化や医療人

材確保、新型コロナウイルス感染症への対応は喫緊の課題となっている。 

このため、下記の事項を提言する。 



 

 

今後、本提言内容を十分受け止めていただき、引き続き患者が必要な医療を受けら

れるよう、次期診療報酬改定等において御配慮いただくよう、強く要望する。 

 

 

                  記 

 

 

○ 提言の内容 

（１）大都市の地域特性への配慮に関する提言           １提言 

（２）物価高騰対策に関する提言                 ２提言 

（３）看護職員の処遇改善に関する提言              １提言 

（４）感染症対策の強化に関する提言               ２提言 
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提言の趣旨 

 団塊の世代が後期高齢者となる 2025 年を間近に控える中、来年度、診療報酬は、

介護報酬、障害福祉サービス等報酬とともにトリプル改定を控えている。 

 診療報酬は、直近の令和４年も報酬本体は 0.43％のプラス改定となったものの、

先般開催された財政制度等審議会では、「2024 年度改定においては、診療所の極めて

良好な経営状況等を踏まえ、診療所の報酬単価を引き下げること等により、現場従

事者の処遇改善等の課題に対応しつつ診療報酬本体をマイナス改定とすることが適

当」との提言がなされた。 

 

一方、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響が顕著に見られた都においては、

感染症以外の通常診療にも影響が及び、病院経営は依然として厳しい状況にあること

に加え、光熱費や食材料費が高騰する中、公定価格である診療報酬を主な収入源とす

る医療機関では、物価高騰の影響を価格転嫁することができず、値上がり分は医療機

関の持ち出しとなるため、診療活動や入院患者への食事提供など医療提供体制への影

響が懸念される。 

 

また、新型コロナウイルス感染症への対応では、入院医療、外来医療、在宅医療等

について、適切な感染予防等の観点から診療報酬上の特例として評価がされていたが、

新興感染症の発生・まん延に備えるためには、恒常的な感染症対応への見直しを行う

ことが必要である。 

 

現在、国では、次期診療報酬改定に向け、社会保障審議会や中央社会保険医療協議

会において議論が重ねられているところであるが、医療機関の経営の安定化や医療人

材確保、新型コロナウイルス感染症への対応は喫緊の課題となっていることから、本

提言内容を検討材料として改定等において配慮いただくよう、強く望むものである。 
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１ 大都市の地域特性への配慮 

提言１  
患者サービスを向上させるとともに、医療機関の経営

を安定化させるため、入院基本料に対する地域加算等の
診療報酬について、人件費、土地取得費、物件費等、大
都市特性を十分に考慮し、必要な改善を行うこと。 

 

（説明） 

○ これまでも、大都市の地域特性に配慮して診療報酬制度を改善することについて、

国に対して提案要求してきたところであるが、改善には至っていない。 

 

○ 一方で、今般の社会保障審議会医療部会における令和６年度診療報酬改定の基本

方針の検討の中で、改定に当たっての基本認識（例）として、「物価高騰・賃金上昇、

経営の状況、人材確保の必要性、患者負担・保険料負担の影響を踏まえた対応」が

取り上げられている。 

 

○ 今後本格化する診療報酬改定の検討において、賃金上昇や経営の状況に関連する

大都市の地域特性に配慮した診療報酬制度の改善を後押しするべく、今回緊急に提

言する。 

 

【地価公示（全用途）の推移】（円/平方メートル） 

  平成 31 年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度   

全国 224,600 円 238,500 円 234,500 円 235,700 円 243,200 円 - 

東京都 1,099,800 円 1,164,500円 1,136,500 円 1,132,800円 1,163,200 円 4.8 倍 

資料：一般財団法人土地情報センター「地価公示」 

 

【医療業に係る事業所従事者の月収の地域差】 

 東京都 愛知県 大阪府 福岡県 青森県 

所定内給与額（６月分） 389.1 千円 339.1 千円 372.1 千円 324.2 千円 302.3 千円 

資料：厚生労働省「令和４年賃金構造基本統計調査」 

 

【消費者物価の地域差】 

 東京都区部 名古屋市 大阪市 福岡市 青森市 全国平均 

指数 105.5 99.2 100.3 97.8 98.1 100.0 

資料：総務省統計局「令和４年小売物価統計調査（構造編）」 
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【診療報酬上の地域加算の級地別点数及び都内地域別分布】 

 ・人事院規則で定める地域及び当該地域に準じる地域 

級地 
点数 

（１日当たり） 
地域 

１級地 18 点 特別区 

２級地 15 点 
武蔵野市、調布市、町田市、小平市、日野市、国分寺市、狛江市、

清瀬市、多摩市 

３級地 14 点 
八王子市、青梅市、府中市、東村山市、国立市、福生市、稲城市、

西東京市、東久留米市 

４級地 11 点 立川市、昭島市 

５級地 ９点 三鷹市、あきる野市、小金井市、羽村市、日の出町、檜原村 

６級地 ５点 奥多摩町 

７級地 ３点 武蔵村山市、東大和市、瑞穂町 

 

 

【診療報酬上の地域加算の同一級地区分内における地価・家賃の比較】 

 東京都府中市 愛知県名古屋市 兵庫県西宮市 

級地区分 ３級地 ３級地 ３級地 

住宅地平均地価（／㎡） 307,500 円 201,300 円 264,400 円 

家賃（民営借家）（／坪）   7,393 円   4,680 円   5,625 円 

資料：国土交通省「令和 5年地価公示」 

総務省統計局「小売物価統計調査（動向編）令和４年平均」 
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２ 物価高騰対策 

 

 

（説明） 

○ 都は、物価高騰の影響が長期化していることから、高騰分を価格に転嫁できない

診療報酬等により運営されている医療機関等を対象に、国からの新型コロナウイル

ス感染症対応地方創生臨時交付金を活用し、病院、有床の診療所及び助産所に対し

ては食費及び光熱費高騰分を、無床の診療所、助産所、歯科診療所及び施術所に対

しては、光熱費高騰分を支援金として支給する緊急対策を実施している。 

 

○ 物価高騰の影響を配慮した診療報酬制度の改善については、令和６年度に向けた

国への提案要求より新たに要求している。 

 

○ 加えて、今般の社会保障審議会医療部会における令和６年度診療報酬改定の基本

方針の検討の中で、改定に当たっての基本認識（例）として、「物価高騰・賃金上昇、

経営の状況、人材確保の必要性、患者負担・保険料負担の影響を踏まえた対応」が

取り上げられている。 

 

○ 今後本格化する診療報酬改定の検討において、物価高騰の影響を配慮した診療報

酬制度の改善を後押しするべく、今回緊急に提言する。 

 

 

 

 

 

提言２  
（１）光熱費の高騰による影響を踏まえ、医療機関等が
安定的・継続的に事業運営できるよう、診療報酬を適
切に見直すこと。 

 
（２）医療機関の入院時食事療養費について、患者の負
担増とならないよう配慮した上で、現下の物価高騰の
影響を適切に反映すること。 



5 

 

 

 

【長期的な消費者物価指数の動向】 

 
出典：総務省「消費者物価指数」（第 102 回社会保障審議会医療部会の参考資料より引用） 

 

 

 

【食品及び光熱・水道の消費者物価指数】（2020 年＝100） 

 食品 光熱・水道 

東京都区部（指数） 116.0 107.7 

資料：総務省「2020 年基準消費者物価指数 東京都区部 2023 年(令和５年)10 月分（中旬速報値）」 

 

 

【入院時食事療養費について】 

  平成 10 年度 平成 13 年度 平成 18 年度 平成 28 年度 平成 30 年度 

入院時 

食事療養費 
1,920 円/1 日 

(640 円/1 食) 
640 円/1 食 

 うち患者の 

標準負担額 

760 円/1 日 

(253 円/1 食) 

780 円/1 日 

(260 円/1 食) 
260 円/1 食 360 円/1 食 460 円/1 食 
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３ 看護職員等の処遇改善 

提言３  
診療報酬等による看護職員等の処遇改善について、対

象となる医療機関を拡大すること。また、医療機関の実
情に応じて、看護補助者、理学療法士、作業療法士等の
コメディカル職員を処遇改善の対象とした場合に必要
となる財源についても確実に措置すること。 

 

（背景等） 

○ 看護職員の処遇改善については、地域でコロナ医療など一定の役割を担う医療機

関に勤務する看護職員を対象に、令和４年 10 月から、収入を３％程度（月額平均

12,000 円相当）引き上げるための措置として、診療報酬において「看護職員処遇改

善評価料」が新設された。 

 

○ しかし、算定の対象となる「地域でコロナ医療など一定の役割を担う医療機関」

は、一定の救急医療を担う医療機関（救急医療管理加算を算定する救急搬送件数 200

台／年以上の医療機関及び三次救急を担う医療機関）に限られ、現状では、「看護職

員処遇改善評価料」を算定する医療機関は、医療機関全体の約３割程度にとどまっ

ている。 

 

○ また、賃金の改善措置の対象者に、看護補助者、理学療法士・作業療法士等のコ

メディカル職員も加えることができるものとされているが、評価料の算出に用いる

対象者は、看護職員等（保健師、助産師、看護師及び准看護師）に限定されている。 

 

○ 都は、国に対し、令和５年６月、対象となる医療機関の拡大とコメディカル職員

等への処遇改善を実施する場合の財源措置について提案要求を行っているが、反映

には至っていない。次期診療報酬改定において人材確保への対応が喫緊の課題とな

っていることから、今回、改めて緊急提言を行うものである。 
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【看護職員処遇改善評価料 算定状況】 

 医療機関数 ※1 うち、算定医療機関数 割合 

都 629 218 ※2 34.7% 

全国 8,156 2,553 ※3 31.3% 

 

 

 

【賃金改善の状況】 

看護職員等（保健師、助産師、看護師及び准看護師）※3 

11,388円／月 

資料：※1 令和４年「医療施設（動態）調査」病院数（令和４年 10 月 1日現在） 

※2 関東信越厚生局「施設基準の届出状況」（令和５年８月１日現在） 

※3 中医協「入院・外来医療等の調査・評価分科会」（令和５年 10 月 12 日）Ｒ４看護職員処遇改善 

評価料の実績報告 
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４ 感染症対策の強化 

提言４  
（１）感染症法上の医療措置協定を締結する医療機関等
が、平時から、感染症対策を適切に実施するための体
制を構築し、新たな感染症危機が発生した際に、患者
の診察や入院受入れ等を迅速かつ円滑に実施できる
よう、施設基準を十分に検討し、必要な経費を踏まえ
た診療報酬制度とすること。 

 

（背景等） 

○ 新型コロナウイルス感染症への対応においては、入院医療、外来医療、在宅医療

等において、適切な感染予防等の観点から診療報酬上の特例として評価がなされて

いる。 

 

○ 国は、こうした特例について、今夏までの医療提供体制の状況等を検証しながら

必要な見直しを行い、その上で、令和６年度診療報酬改定において、恒常的な感染

症対応への見直しを行うこととしている。 

 

○ 次の感染症危機に備えるためには、平時から、幅広い医療機関で感染症対策を実

施することが重要である。 

 

○ 特に、改正感染症法に基づき、都道府県と医療措置協定を締結する医療機関等に

おいては、個人防護具の備蓄や人材研修など具体的な有事への備えが求められるこ

ととなる。 
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【診療報酬の取扱い（令和５年９月 15 厚生労働省公表資料抜粋）】 
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４ 感染症対策の強化 

提言４  
（２）新興感染症の発生・まん延時に高齢者施設等で感
染者が多数発生した場合に備えて、平時から嘱託医や
医療機関等が連携して医療を提供できるよう、往診等
にかかる診療報酬を適切に評価すること。 

 

（背景等） 

○ 都は、新型コロナ対策において、高齢者施設等における療養者への医療支援体制

の充実を図るため、東京都医師会の協力の下、各地区医師会が設置する医療支援チ

ームの医師による施設診療の取組等を促進してきた。 

 

○ こうした取組について、新たな感染症危機への備えとして、国のリーダーシップ

によりレガシーとして反映させながら、地域の医療機関による連携の深化を図るこ

とが必要である。 

 

 

【コロナ禍での都の取組（高齢者施設への医療支援の強化）（令和４年２月 18 日都公
表資料）】 

 


